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別居者氏名 　　　　㊞ 続柄 別居者住所

勤務先名 　　　　　　電話　　　　　-　　　　　- 別居（単身赴任等）の始期　　　平成　　　年　　　月　　　日　～

内　訳 （提出時現在で未払いの場合は，見込み金額を記入してください。）

家具代 電化製品代

平成28年 4月
円 円 円 円 円

平成28年 5月
円 円 円 円 円

平成28年 6月
円 円 円 円 円

平成28年 7月
円 円 円 円 円

平成28年 8月
円 円 円 円 円

平成28年 9月
円 円 円 円 円

平成28年10月
円 円 円 円 円

平成28年11月
円 円 円 円 円

平成28年12月
円 円 円 円 円

平成29年 1月
円 円 円 円 円

平成29年 2月
円 円 円 円 円

平成29年 3月
円 円 円 円 円

合計
円 円 円 円 円 円 円

（注１）　上記金額の領収書等及び会社負担額のわかる書類の写しを必ず添付してください。（添付のないものについては控除できません。）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

記

単身赴任先で支払った金額
①計

②会社等の負担
した金額

③自己負担した
金額

（①－②）
家賃

（含共益費）
水道代

単身赴任１年未満の場合のみ

引越し代
電気代 ガス代

主たる家計支持者の別居（単身赴任等）に伴う特別支出の申立書

氏名

　単身赴任等で家族と別居しているため，主たる家計支持者が特別に支出している金額は下記のとおり相違ありません。

学籍番号

区 分

年 月

H29前期
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平成　　　年　　　月　　　　日

   火災  ・  風水害  ・  地震
   その他（　　                        ）
（状況）

　　　　　　　　　　　収入減になると認められる金額
（ 注 ）
　　１　被災証明書または罹災証明書（一時的な停電・断水によるものは除く）を添付してください。
　　２　①には被災（罹災）に伴う被災後１年間の支出を記載し，領収書等（写）を添付してください。
　　　　　（添付のないものについては控除できません。）
　　３　保険・損害賠償等によって補填された場合は，その補填額が判明する書類を添付してください。
　　４　生産手段（田，畑，店舗等）に被害がある場合は写真を添付してください。
　　　　　（公的機関等からの被害額の証明が必要です。）
　　５　提出時以降の支出については，見込み金額を記入してください。

（内訳） （内訳）

保証人氏名　　　　　　　　　　　　 　　　　　㊞

災害による年間の被害額調書

種  類
被 害 額
（①+②）

①支出増の部 備　　考

                              円

①支出増の部　　　日常生活の必需品に被害を受けた場合（例：最低限度の衣類，家具の購入・修理費等）
②収入減の部　　　日常生活を営むための生産手段（田，畑，店舗等）に被害があり，将来，長期にわたって

被害の時期

（平成 　  　年 　　  月　 　　日）

②収入減の部

学 籍 番 号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　　　 　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

H29前期
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授業料免除に係る留年・修業年限超過者の取扱い 

 
１． 留年している学生，修業年限（大学院の学生においては標準修業年限。以下「修業年限」という。）を

超えた学生の解釈 
「留年している学生」とは，授業料免除の対象者を選考するときにおいて同一学年に留まっている学

生をいい，「修業年限を超えた学生」とは，留学等により在学期間が最短修業年限を超えた学生をいう。 
 

２． 留年している学生，修業年限を超えた学生で授業料免除の対象として認められる学生 
区  分 免 除 の 対 象 と し て い い 事 例 

病気の場合 ・ 長期療養により休学したため，留年又は修業年限を超過している場合 
・ 休学期間に満たない期間の病気（外傷を含む。）のために単位修得ができず留年

又は修業年限を超過している場合 
・ 単位修得試験の当日の病気（以前からの急病等によるものを含む。）により単位

修得ができなくて留年又は修業年限を超過している場合 
・ 学長がこれらの事例と同等以上の事情があると特に認めた場合 

留学の場合 ・ 留学によって必修科目の修得が不可能なため，留年又は修業年限を超過している

場合 
①国費留学 ②国・地方公共団体等からの助成による留学 ③私費留学 

・ 外国に語学研修に出かけた場合 
・ 学長がこれらの事例と同等以上の事情があると特に認めた場合 

大学院の論文作成の 
場合 

・ 膨大な資料収集・解析が必要な研究テーマに取り組んでいることから，論文作成

に時間を要することが明白である場合 
・ 高度な最先端技術に取り組んでいることなどから，研究結果に不確かな部分が多

く，研究時間を延長することにより，良好な研究結果が認める場合 
・ 海外・国内の他の研究施設等での実験施設・器具の利用がなければ研究成果が得

られないなどの理由により，大学においての単位修得が不可能な場合 
・ 実験等のデータが研究テーマの方針どおりのものとならないことから，研究テー

マの変更をしたために論文作成が遅延している場合 
・ 学長がこれらの事例と同等以上の事情があると特に認めた場合 

その他の場合 ・ 出産・育児のために休学し，留年又は修業年限を超過している場合 
・ 国等の要請に応えて休学して公益事業に参加したことにより，留年又は修業年限

を超過している場合（青年海外協力隊への参加，外国人の兵役など。） 
・ 学資負担者が不在のため，学資獲得のためのアルバイト苦による留年又は修業年

限を超過している場合 
・ 被保護世帯であることが留年の一因であると推察される場合 
・ 本人が身体障害者のため学業を継続する上で負担が大きく留年又は修業年限を

超過している場合 
・ 学長がこれらの事例と同等以上の事情があると特に認めた場合 

   （注）上記の事由により免除を行う場合は，学生委員会による実質的な判定を行うものとするが，特に

「学長がこれらの事例と同等以上の事情があると特に認めた場合」により免除を行うときは慎重な

判定を行うものとする。 
 
３． 留年している学生，就業年限を超えた学生で授業料免除を行って良い期間 

上記の理由により免除を行う場合でも，留年又は修業年限超過の期間は，原則として１年間とする。 
ただし，学長が真にやむを得ない事情があると特に認め，１年を超えて留年又は修業年限を超過してい

る者を免除する場合は，学生委員会による実質的かつ特に慎重な判定を行うものとする。 

H29前期
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